
エ 第８次高齢者保健福祉計画の

「８つの取組みの視点に基づく

事業の実績報告等について



主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

１　運営体制の充実と情報発信の強化

地域包括ケア推進課

取 組 み の
視 点 　運営体制の充実や情報発信の強化によって、本人が希望する暮らし方について本人や本人を支える多くの

方々が気軽に相談でき、また、様々な取組を知ることで、互いに日頃から話し合えるような環境を整えること
により、住み慣れた地域で最後まで尊厳ある暮らしが続けられるような支援に努めます。
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○ 地域ケア会議事業

　　　各地域包括支援センターで個別ケア会議・小地域ケア会議を開催したほ
　か、各地区保健福祉センターが所管する圏域の課題検討を行う中地域ケア
　会議、市全体の課題検討を行う地域包括ケア推進会議を設置し、「地域ケ
　ア会議」の充実を図る。特に、中地域ケア会議においては、徘徊模擬訓練
　や医療介護塾の開催など、地域の実情に応じた取組みを実施。

　　　【地域ケア会議開催実績】

○ 地域包括支援センター運営事業

　　　保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等の専門職を配置し、介護予
　防ケアマネジメント、総合相談支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネ
　ジメント業務を実施。

○ つながる・いわき事業
 
　　　地域包括ケアに関するポータルサイトの運用やフリーペーパーの発行、
　体験学習型イベントなどを実施。

○ 権利擁護事業

　　　権利擁護分野の中核機関として権利擁護・成年後見センターを設置し、
　権利擁護に関する支援などの実施。
　　権利擁護知識の普及・啓発、総合相談窓口の設置、困難事例などに関す
　る専門的支援・助言、権利擁護業務に携わる関係機関などによるネットワ
　ークの構築、専門研修の実施による人材育成、市民後見人養成講座を実施。

会議名 平成28年度 平成29年度 平成30年度

推進会議 ４回 ４回 ３回

中地域ケア会議 １５回 １４回 １９回

小地域ケア会議 ７９回 ６７回 ５７回

個別ケア会議 ４１回 ３０回 １１４回

介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援会議 ― ２０回 ４７回
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

１　運営体制の充実と情報発信の強化

地域包括ケア推進課

取 組 み の
視 点 　運営体制の充実や情報発信の強化によって、本人が希望する暮らし方について本人や本人を支える多くの

方々が気軽に相談でき、また、様々な取組を知ることで、互いに日頃から話し合えるような環境を整えること
により、住み慣れた地域で最後まで尊厳ある暮らしが続けられるような支援に努めます。

○ 個別支援の充実を図る。

　・チームによる支援体制の確立（チーム内での役割分担と連携）
　

　・他機関（団体）等との役割分担と連携体制の充実・強化

○ 地域ケア会議の充実

　・個別ケア会議による具体な事例や課題を積み上げ、小地域、中地域、
　　推進会議、介護運営協議会等での共有・課題解決を図る。

○ 様々な媒体による情報発信

　・フェイスブック、ポータルサイト、紙媒体、イベント等での普及啓発
　

　・紙のいごくの発行（４回発行予定）
　

　・いごくフェス2019（8/31　ソトフェス、9/1　ナカフェス）

○ 尊厳ある暮らしの支援

　・権利擁護分野の中核機関である権利擁護・成年後見センターによる
　　専門的支援や普及啓発
　

　・成年後見制度における利用支援
　

　・リビングウィル、エンディングノートの普及啓発
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定
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

２　安心して暮らせる住まい環境の整備

　介護サービスの提供基盤については、「市高齢者保健福祉計画」に基づき、整備を進めてきましたが、今後
も、サービス需要の増加、認知症高齢者の増加及び生活困窮者や社会的に孤立する高齢者等、多様な生活
課題を抱える高齢者の増加に対応するため、適切にサービス提供基盤の整備を行います。

介護保険課

平

成

３

０

年

度

実

績

○ 高齢者保健福祉計画に基づく施設整備

　　　整備床数を定めた施設については、整備事業者を公募により選定するこ
　ととして、公募を実施。
　
　

○ 高齢者の住まいのあり方について

　　　高齢者の住まいのあり方についての課題に対応するため、地域ケア会議
　の専門部会（住まい部会準備会）において、関係機関とのヒアリング等を
　実施。

○ 高齢者住宅リフォーム給付事業

　　　身体機能が衰えた高齢者の住宅を居住に適するように改良する場合、高
　齢者の自立促進及び介護者の負担軽減を図ることを目的に費用の一部を給
　付。

○ 高齢者住宅リフォームに係る相談

　　　住宅リフォームにあたり、理学療法士または作業療法士、建築士、ケー
　スワーカー等でチームを組み、高齢者の身体機能、介護者の状況、家屋の
　状況等を踏まえて、必要な助言をする。

事業種別 計画床数 公募選定数 残数

特別養護老人ホーム 60床 45床 15床

地域密着型特別養護老人ホーム 58床 0床 58床

認知症対応型共同生活介護 36床 36床 0床

特定施設入居者生活介護 60床 44床 16床

平成28年度 平成29年度 平成30年度

給付件数 101 89 107

平成28年度 平成29年度 平成30年度

相談件数 98 87 118
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

２　安心して暮らせる住まい環境の整備

　介護サービスの提供基盤については、「市高齢者保健福祉計画」に基づき、整備を進めてきましたが、今後
も、サービス需要の増加、認知症高齢者の増加及び生活困窮者や社会的に孤立する高齢者等、多様な生活
課題を抱える高齢者の増加に対応するため、適切にサービス提供基盤の整備を行います。

介護保険課
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○ 高齢者保健福祉計画に基づく施設整備

　・ 平成30年度の公募の結果、整備予定床数に残数のある施設については、今年
　　度再公募実施。
　

　・ 平成30年度の公募により整備事業者として選定された者は、今期計画内に事業
　　開始できるよう、今年度 施設整備着工予定。

○ 国の防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策

　・ 平成30年７月の豪雨や北海道胆振東部地震をはじめとする近年の自然災害を
　　ふまえ、防災のための重要インフラ等の機能維持対策を平成30年度から令和２
　　年度までの３か年に集中的に実施する。
　　具体的には、施設等へ耐震化整備や非常用自家発電設備の整備ニーズを調
　　査し、必要な施設に対し、補助金を交付する。

○ 高齢者世帯の安定的な居住の確保

　・ 引き続き、専門部会での関係機関に対するヒアリング等を行うとともに、
　　庁内の住宅部門等と連携を図りながら、低所得や家族がいない方に対す
　　る支援制度を構築していく。
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

３　地域で支える仕組みづくりの推進

　多様な主体によるサービスの創出と公的なサービスの充実によって、これまで対応できなかった生活支援
ニーズにも対応できるような仕組みづくりを進めていきます。また、地域での声かけや見守りなど、住民主体
による活動への支援を通じて、地域の支え合いの機運を高めていきます。

地域包括ケア推進課
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○ 住民支え合い活動づくり事業
　

　　平成27、28年度については、いわき社会福祉協議会への業務委託により、モデル
　地区として選定された15地区において、社会福祉協議会地区協議会に配置された
　専任の生活支援コーディネーターや地域住民等で構成された協議体を設置し、対
　象となる高齢者に対し、ごみ出し、電球交換などの身近な生活支援を実施。平成29
　年度は、旧市町村の13圏域に協議体を設置し、本格実施に移行した。
　　平成30年度は生活支援コーディネーターによる、地域住民等で構成する協議体
　による新たな生活支援の創出に向けた支援を実施。
　

　　【協議体の設置数（身近な圏域）】

○ あんしん見守りネットワーク活動事業
　

　　地域住民と保健福祉関係機関（行政、地域包括支援センター、社会福祉協議会
　など）との協働により、地域内に「高齢者見守り隊」を結成し、見守りが必要な高齢
　者の洗い出しや、グループ編成による定期的な見守り活動、広報誌の作成、サロン
　活動などを実施。（平成31年３月末時点で市内33か所に隊が結成）

○ 配食サービス
　

　　高齢者及び重度身体障害者の自立の促進、生活の質の確保、介護予防、孤独感
　の解消及び安否の確認を図ることを目的に配食サービス事業を実施。

○ 「つどいの場」会食事業
　

　　高齢者の低栄養等による活動量の低下や体力低下を予防するとともに、孤独感の
　解消及び粗食の防止を図ることを目的として、「つどいの場」に参加する高齢者等を
　対象に、市と契約した事業所が「つどいの場」開催場所へ食事を提供する事業をよ
　り実施。（平成30年６月より実施）
　

　　【平成30年度事業実績】 利用団体数：59団体　利用食数：1,809食

平成28年度 平成29年度 平成30年度

協議体数 15 15 22

平 成

28 年 度

平 成

29 年 度

平 成

30 年 度

947名 1,000名 1,036名

配食数 152,304食 160,416食 172,177食

市街地（平、小名浜、勿来、常磐、内郷、好間、四倉） 139,816食 143,332食 154,378食

中山間地（田人、遠野、三和、小川、川前、久之浜・大久） 12,488食 17,084食 17,799食

利用人数

配食サービスの利用状況
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

３　地域で支える仕組みづくりの推進

　多様な主体によるサービスの創出と公的なサービスの充実によって、これまで対応できなかった生活支援
ニーズにも対応できるような仕組みづくりを進めていきます。また、地域での声かけや見守りなど、住民主体
による活動への支援を通じて、地域の支え合いの機運を高めていきます。

地域包括ケア推進課
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○ 多様な主体によるサービスの創出

　・ 旧市町村単位での協議体による生活支援サービスの提供

　・ 地域住民等で構成する協議体による更なる生活支援の創出
 
　　　令和元年6月末時点における協議体数（身近な圏域）　33

○ 互助に関する意識醸成

　・ 見守り活動以外のごみ出し、電球交換など、身近な生活支援（住民支え合い
　　活動づくり）への支援

　・ 事業者等との連携による見守り・声かけ活動の体制充実
　
　　　いわき見守りあんしんネット連絡会加盟団体数：81団体
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

４　健康づくり・介護予防の推進

　公的なサービスの多様化と拡充を図るため、サービス提供体制を強化していきます。また、自助・互助・共
助・公助の役割分担の明確化と、自助・互助へ効果的な公的支援の在り方を整理していきます。

地域包括ケア推進課
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○ 介護予防・生活支援サービス事業
　
　　短期集中予防サービスの見直し検討のため、平成30年11月～平成31年３月に、
　地域活動　移行支援モデル事業を実施。利用者50名のうち、35名が地域活動へ
　移行し、自主的な介護予防に取り組んでおり、地域活動への移行においての事業
　所での支援の有用性が実証された。

○ 介護予防ケアマネジメント支援会議
　
　　平成29年10月より、薬剤師、理学療法士等専門職による助言を通じて、利用者
　本人のQOL向上を目指す介護予防ケアマネジメント支援会議を導入。

○ シルバーリハビリ体操事業
　
　　介護予防の意識の醸成と、地域ぐるみで誰もが気軽に介護予防活動に参加で
　きることを目的に、いわき市シルバーリハビリ体操事業を実施。地域の体操教室等
　への指導士派遣に加え、指導士の養成を行った。

○ つどいの場創出支援事業
　
　　各地域にコーディネーターを配置し、「つどいの場」の立ち上げや運営の支援を
　行うほか、団体の活動費の一部補助を行う「つどいの場創出支援事業」を実施。
　　コーディネーター委託状況は、社会福祉協議会13名（地区協議会に各１名）、
　地域福祉ネットワークいわき５名（平２名、小名浜、勿来、内郷に各１名）。
　　平成31年３月末時点においては、442か所で活動が行われている。

年度/項目 開催回数 検討ｹｰｽ数

H29 20 71

H30 47 184

合計 67 255

年度 派遣回数 延参加者数 年度 派遣回数 延参加者数

平成28年度 5,330回 69,275人 平成28年度 11回 97人

平成29年度 5,854回 75,526人 平成29年度 10回 96人

平成30年度 6,500回 75,733人 平成30年度 8回 52人

体操指導士派遣状況 体操指導士養成数
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

４　健康づくり・介護予防の推進

　公的なサービスの多様化と拡充を図るため、サービス提供体制を強化していきます。また、自助・互助・共
助・公助の役割分担の明確化と、自助・互助へ効果的な公的支援の在り方を整理していきます。

地域包括ケア推進課
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○ 介護予防・生活支援サービス事業
　
　　介護予防通所介護相当サービス、介護予防通所介護相当サービスについて、
　令和元年10月１日より報酬体系及び単価を見直す。また、共生型サービスを導入。
　　短期集中予防サービスについて、令和元年度中見直し予定。

○ 介護予防ケアマネジメント支援会議の開催

 　　専門職による助言を活用し、利用者のＱＯＬ向上に繋げるため今後も継続的に
　開催。

○ 介護予防活動の担い手の確保と活動支援
　
　・ シルバーリハビリ体操指導士の養成及び活動支援
　

　・ シルバーリハビリ体操の普及・啓発

○ 介護予防活動などに取り組む地域拠点の拡充

　・ 「つどいの場」の立ち上げ支援／開催頻度拡大のための支援
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

５　生きがいづくりと社会参加の促進

　これまで、地域福祉活動、子育て支援、地域づくりなど、より広い分野での社会参加機会の創出や、地域社
会との交流を図る場の創出に努めました。高齢期のライフスタイルの多様化に対応するためには、高齢者の
社会参加機会の選択肢を拡充していく必要があります。今後は、より多くの高齢者がこれらの場へ参加できる
ような取組みを推進するとともに、高齢者の多様な就労ニーズに対応するため、関係機関と連携強化を図り、
地域における多様な就労機会を確保・提供していきます。

地域包括ケア推進課・介護保険課
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○ いきいきシニアボランティアポイント事業
　
　　 高齢者の自主的な介護予防活動及び地域福祉活動等を積極的に奨励、支援
　するために実施。
　

　　　【実績】

○ シルバー人材センターの活動支援
　
　　 高年齢者の就業機会を確保することによって、生きがいの充実、社会参加の
　推進を図ることにより高年齢者の能力を活かした活力ある地域社会づくりを支援。
　　平成30年度３月末時点の会員数は、男性843人、女性279人の合計1,122人。
　　受注件数は、専門、技能、事務、管理、折衝・外交、軽作業、サービスの全て
　合わせて6,418件。

○ シルバーフェア（シルバー文化祭）の開催
　
　　 高齢者が日頃取り組んでいる芸術活動の成果の発表の場を設けることで、高齢
　者の意欲向上と積極的な社会参加を促し、生きがいづくりを支援する目的で、いわ
　き市老人クラブ連合会に委託し、実施。
　　 平成30年11月１日に芸能祭、平成30年12月18日～12月20日に創作展を開催。
　　 芸能祭参加数は、15組、200名。
　　 創作展作品出品総数は、430点。展示期間中の入場者数は、484人。

各年度 参加人数 
商品 

還元者数 

商品 

還元率 

受入 

機関数 

H28 年度 494 名 183 名 37.1% 35 箇所 

H29 年度 678 名 389 名 57.4% 108 箇所 

H30 年度 799 名 576 名 72.1% 142 箇所 
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

５　生きがいづくりと社会参加の促進

　これまで、地域福祉活動、子育て支援、地域づくりなど、より広い分野での社会参加機会の創出や、地域社
会との交流を図る場の創出に努めました。高齢期のライフスタイルの多様化に対応するためには、高齢者の
社会参加機会の選択肢を拡充していく必要があります。今後は、より多くの高齢者がこれらの場へ参加できる
ような取組みを推進するとともに、高齢者の多様な就労ニーズに対応するため、関係機関と連携強化を図り、
地域における多様な就労機会を確保・提供していきます。

地域包括ケア推進課・介護保険課

令

和

元

年

度
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組

み

予

定

○ いきいきシニアボランティアポイント
　
　　参加者、受入機関の拡大については引き続き実施していくとともに、参加者と受入
　機関のマッチングについて、市が仲介する等積極的に行っていき、更なる事業拡大
　を図る。

○ シルバー人材センターの活動支援
　
　　高年齢者の希望に応じた就業で、臨時的かつ短期的なもの又は、その他の軽易
　な業務に係る就業機会の確保、拡大とともに会員増強を積極的に図る。

○ シルバーフェア（シルバー文化祭）の開催
　
　　今年度は、芸能祭が11月１日（金）、創作展が12月７日（土）～12月11日（水）に
　開催予定。
　　芸能祭においては、出演を24組で募集。
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

６　介護人材の確保・育成と介護サービスの充実

　国を挙げて取り組んでいる介護離職ゼロや地域医療構想の推進に伴い、今後さらに拡大する介護サービス
への需要に対応できるよう、必要となる介護人材の確保に向け、これまで以上に介護の仕事が魅力ある職業
として認知されるような取組みを重点的に実施するとともに、介護人材及び介護サービスの質を向上させる取
組みを実施し、国、県及び事業者等と連携を図りながら、本市の実情に応じた取組みを推進していきます。

介護保険課

平

成

３

０

年

度

実

績

○ 福祉介護人材定着支援事業

　・ 介護人材の育成及び定着支援を目的に、役職・経験年数等に応じたセミナーを
　　開催。

○ 介護サービス事業所協議会の発足

　・ 介護サービス種別ごとに連絡組織を発足し、従業者を中心に人材育成を図って
　　いく。
　

　・ 分科会開催実績：　　通所介護　２回、　訪問介護　１回
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

６　介護人材の確保・育成と介護サービスの充実

　国を挙げて取り組んでいる介護離職ゼロや地域医療構想の推進に伴い、今後さらに拡大する介護サービス
への需要に対応できるよう、必要となる介護人材の確保に向け、これまで以上に介護の仕事が魅力ある職業
として認知されるような取組みを重点的に実施するとともに、介護人材及び介護サービスの質を向上させる取
組みを実施し、国、県及び事業者等と連携を図りながら、本市の実情に応じた取組みを推進していきます。

介護保険課
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○ 福祉介護人材定着支援事業

　・ 平成30年度同様に介護職員の定着につながる支援を実施する。

○ 介護サービスの質の向上

　・ 頑張る事業所表彰制度の創設する。

○ 外国人介護人材の活用の検討

　・ 介護事業所に対し、外国人の就労状況及び雇用ニーズについてアンケートを
　　実施する。
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

７　医療と介護の連携強化

　医療と介護の連携については、いわき市医師会や地域包括支援センターなど様々な団体において顔の見
える関係づくりを行っており、一定の連携体制の構築が図られてきました。今後は、連携に関する課題を把握
し、その解決策について具体的な目標や成果指標の設定をしたうえで、医療・介護関係者間での共有を図
り、進捗管理を行うなど、医療と介護の連携が深化できるよう推進していきます。また、関係者ばかりでなく、
広く市民に在宅医療やリビングウィルなどについて啓発を行っていきます。

地域医療課

１　在宅医療・介護連携の課題抽出と対応策の検討
　

　 いわき市地域包括ケア推進会議の作業部会として「医療と介護連携促進部会」を設
置し、平成27年度から、関係団体の代表者と協議を行っており、平成30年度は年３回
の会議を行った。

２　切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進
　

　 病院から退院後に切れ目なく介護サービスを受けられるようにするため、病院とケア
マネジャーが連携し、入院時から情報を共有し、退院に向けた連絡・調整を行う仕組
みである「退院調整ルール」を平成28年度に策定し、平成29年４月から運用を開始し
た。
　 平成30年９月には、ルールの運用後状況を確認するために、病院及びケアマネ
ジャーに対しアンケート調査を行い、そのアンケートを基に「いわき医療圏退院調整
ルール運用評価会議」を開催し、追加のルールや修正点などの協議を行った。
　 また、当該運用評価会議において決定した、退院調整ルール関係様式の修正点に
ついて、HP上で公表するとともに、病院・ケアマネジャー等に通知を行った。

３　在宅医療・介護連携に関する相談支援
　

　 地域の医療・介護関係者などからの、在宅医療・介護連携に関する相談の受付や
退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の連携の調整などを行う相談窓口の設
置について市医師会との協議を行い、平成31年４月１日から、市総合保健福祉セン
ター内に「いわき市在宅医療・介護連携支援センター」を　市医師会への委託により設
置した。
　

　〇　配置人数
　　実務経験のある看護師かつ介護支援専門員の資格を有する者　　　　　　　　１名
　　医療ソーシャルワーカーの実務経験のある社会福祉士の資格を有する者　　１名
　　事務職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １名
　

　〇　開設時間
　　８時30分～17時00分
　　土日祝日・年末年始は休業

４　医療・介護関係者の研修
　

　　市医師会との共催により、平成28、29年度に引き続き、平成30年７月22日（日）と
11月11日（日）に「在宅医療推進のための多職種研修会」を開催し、医師をはじめとす
る医療・福祉・介護関係者111名の受講があった。
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主な担当課

「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

７　医療と介護の連携強化

　医療と介護の連携については、いわき市医師会や地域包括支援センターなど様々な団体において顔の見
える関係づくりを行っており、一定の連携体制の構築が図られてきました。今後は、連携に関する課題を把握
し、その解決策について具体的な目標や成果指標の設定をしたうえで、医療・介護関係者間での共有を図
り、進捗管理を行うなど、医療と介護の連携が深化できるよう推進していきます。また、関係者ばかりでなく、
広く市民に在宅医療やリビングウィルなどについて啓発を行っていきます。

地域医療課
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１　在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
　

　・　医療と介護連携促進部会の開催

２　地域の医療・介護資源の把握

　・　リストの更新作業
　・　リストを基にマップ化の検討

３　切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進
　

　・　退院調整ルールの運用評価

４　医療・介護関係者の情報共有の支援

５　在宅医療・介護連携に関する相談支援
　

　・　「いわき市在宅医療・介護連携支援センター」の広報、及び運用状況の確認等

６　医療・介護関係者の研修
　

　・　多職種研修会の開催

７　地域住民への普及啓発
　

　・　在宅医療出前講座の開催

８　在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携

５　地域住民への理解促進
　

　　 いわき市医師会及び地域包括支援センターと連携し、在宅医療出前講座を継続し
て行っている。
　

　　〇　在宅医療出前講座の実績（７地区８会場）
　

　　　　　　平成28年度　290人
　　　　　　平成29年度　386人
　　　　　　平成30年度　305人
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「８つの取組みの視点」に基づく事業の実施状況等について

取 組 み の
視 点

８　認知症対策の推進

　認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができ
る社会を実現すべく、認知症の状態増に合せた適時適切な医療・介護サービスが提供される体制の構築を
図っていきます。また、認知症の方とその家族を支えるため、認知症の正しい理解の普及啓発を基にした地
域づくりを進めていきます。

地域包括ケア推進課

１　認知症サポーター養成講座の開催
　

　 認知症を正しく理解し、認知症の方やその家族を地域で支えていくことができるよ
う、温かく見守る“応援者”である「認知症サポーター」の養成を行っている。

２　認知症初期集中支援チームの設置
　

　 認知症の初期診断・早期対応の体制として、専門職のチームが認知症の方や認知
症が疑われる方、その家族等を訪問し、初期段階における包括的・集中的支援を行
い、適切な医療・介護につなげることを目的としている。平成30年度はチーム員を増員
し、体制を強化。

３　認知症カフェ事業
　

　 認知症の方とその家族等のピアサポートの場、専門職による相談の場、認知症の正
しい理解の普及啓発と地域の方の交流の場として「オレンジカフェ以和貴」を実施して
いる。平成30年度は勿来地区に2か所新規開設。

平成28年度 平成29年度 平成30年度

認知症サポーター養成数 3,601人 3,226人 2,211人

認知症サポーター養成数の実績

平成28年 平成29年 平成30年

新規件数 4件 13件 22件

のべ訪問数 15回 44回 76回

会議開催数 7回 8回 21回

認知症初期集中支援チームの実績

回数 参加者数 回数 参加者数 回数 参加者数

スカイストア 12回 164人 5回 51人 - - 平成29年8月終了

イトーヨーカドー平店 - - 7回 93人 12回 87人 平成29年9月開始

サニーポート小名浜 12回 65人 12回 72人 12回 87人

エブリア 2回 23人 5回 85人 - - 平成29年10月終了

丸ほん - - 7回 108人 12回 145人 平成29年11月開始

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑわいの家 - - - - 3回 59人 平成31年1月開始

いきがい村 - - - - 2回 15人 平成31年2月開始

常磐 サンライフゆもと 13回 209人 12回 143人 12回 127人 サテライト開催含む

内郷 ラウンジミュウ 2回 17人 12回 180人 12回 194人

四倉 喫茶レオ - - 13回 152人 13回 132人 平成29年4月開始・サテライト開催含む

備考

平

小名浜

勿来

認知症カフェ「オレンジカフェ以和貴」の開催実績

平成28年度 平成29年度 平成30年度
地区 会場
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８　認知症対策の推進

　認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができ
る社会を実現すべく、認知症の状態増に合せた適時適切な医療・介護サービスが提供される体制の構築を
図っていきます。また、認知症の方とその家族を支えるため、認知症の正しい理解の普及啓発を基にした地
域づくりを進めていきます。

地域包括ケア推進課
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○ 認知症に関する正しい知識と理解の促進
　

　・ 認知症サポーターに係る養成講座の開催と活動支援
　・ 小学生向け認知症教室の開催
　・ 認知症講演会の開催
　・ 認知症あんしんガイドの改訂/配布

○ 認知症本人とその家族の支援の充実
　

　・ オレンジカフェ以和貴の拡充
　・ 認知症初期集中支援チーム活動拡充

○ 認知症本人とその家族の視点重視
　

　・ VR認知症体験会の開催

○ 多職種による認知症の本人及び家族介護者への支援（連携）体制の構築
　

　・ 認知症多職種協働研修会の開催

４　認知症多職種協働研修会
　

　 認知症の方の生活を支援するには、医療・介護職の各々の認知症対応に加え、医
療・介護での有機的な連携を推進することが必要である。このため、県より指定を受け
た「認知症疾患医療センター」との連携によって研修会を開催。

５　認知症あんしんガイドの配布
　

　 認知症の容態に応じて、いつ・どこで・どんな支援を受ければよいか、標準的なサー
ビス提供の流れを示すとともに、認知症の基礎知識や相談先を掲載したガイドを配布
している。

年度 時期 会場 参加者数

平成28年度 H28.10（2回） 85名

平成29年度 H30.3 80名

平成30年度 H31.3 50名

舞子浜病院

認知症多職種協働研修会の実施状況
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